
October

第78回県下太鼓打競技大会
大関　谷口　衛さん、中谷英春さん

　県内で最も歴史のある競技大会と言われる県下太鼓打競
技大会が９月20日、小浜神社境内（高浜）で行われました。
　境内には、力強い太鼓の音と打ち手の掛け声などが響き
渡り、緊張した空気が漂いました。
　今年の大関は、谷口　衛さんと中谷英春さんでした。お
二人の息の合った見事なバチさばきは観衆を魅了しました。
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第１次志賀町行政改革大綱・第１次志賀町行政改革大綱・

集中改革プランの実施状況集中改革プランの実施状況

　

第
１
次
集
中
改
革
プ
ラ
ン
に
お
い
て
、
現
在

進
行
中
の
主
な
項
目
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お

り
で
す
。
こ
れ
ら
の
項
目
に
つ
い
て
は
、
第
2

次
集
中
改
革
プ
ラ
ン
（
平
成
22
〜
26
年
度
）
の

重
点
実
施
事
項
に
設
定
し
て
お
り
、
今
後
も
集

中
的
・
重
点
的
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　

・
保
育
園
の
整
理
統
廃
合
お
よ
び
保
育
機
能
の
充
実

　

・
小
学
校
の
再
編
、
小
学
校
通
学
区
域
の
見
直
し

　

・
基
金
の
積
立

　

・
地
方
債
の
繰
上
げ
償
還
の
推
進

　

・
普
通
財
産
の
利
用
、
処
分

　

・
税
金
の
口
座
振
替
納
入
の
推
進
と
事
務
の
効
率
化

　

・
税
の
収
納
率
の
向
上

　

・
補
助
金
の
見
直
し

計画全体(86項目)の達成率

　

志
賀
町
で
は
、
志
賀
原
子
力
発
電
所
２
号
機

の
運
転
開
始
に
伴
う
固
定
資
産
税
が
一
時
的
に

増
加
し
ま
す
が
、
平
成
19
年
度
を
ピ
ー
ク
に
大

幅
な
減
収
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。こ
の
た
め
、

合
併
に
よ
る
効
率
的
・
効
果
的
な
行
政
経
営
を

実
現
す
る
た
め
、
平
成
18
年
12
月
に
第
１
次
志

賀
町
行
政
改
革
大
綱
・
集
中
改
革
プ
ラ
ン
・
定

員
適
正
化
計
画
を
策
定
し
、
行
財
政
改
革
を
推

進
し
て
き
ま
し
た
。

　

こ
れ
ま
で
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
は
、
議
会

お
よ
び
行
政
改
革
推
進
委
員
会
で
調
査
審
議
す

る
と
と
も
に
、
そ
の
結
果
を
広
報
や
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て
い
ま
す
が
、
今
回
は
、
第

1
次
の
推
進
期
間
の
４
年
間
の
実
施
状
況
を
取

り
ま
と
め
ま
し
た
。

　

計
画
全
体
に
お
け
る
実
施
済
の
項
目
は
、

52
％
に
留
ま
っ
て
い
ま
す
が
、
現
在
進
行
中
の

項
目
が
多
数
あ
る
こ
と
か
ら
、
引
き
続
き
第
２

次
集
中
改
革
プ
ラ
ン
（
平
成
22
〜
26
年
度
）
で

実
施
し
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
第
２
次
集
中
改
革
プ
ラ
ン
で
は
、
中

長
期
的
に
持
続
可
能
な
健
全
財
政
を
確
立
す
る

た
め
、
ス
ピ
ー
ド
感
の
あ
る
行
財
政
改
革
に
取

り
組
ん
で
い
き
ま
す
の
で
、
住
民
の
皆
さ
ん
の

ご
理
解
・
ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

第１次志賀町行政改革大綱・

集中改革プランの実施状況

推進期間 　平成18年度～平成21年度(４年間)平成18年度～平成21年度(４年間)

特集行財政改革
足腰の強い経営体質を目指して足腰の強い経営体質を目指して足腰の強い経営体質を目指して
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１　

事
務
事
業
の
再
編
・
整
理
・

　
　

廃
止
・
統
合
の
推
進

２　

民
間
委
託
な
ど
の
推
進

３　

組
織
・
機
構
改
革
の
推
進

行
政
評
価
制
度(
＊
１)
の
導
入

　

Ｈ
19　

事
務
事
業
の
体
系
化

　

Ｈ
20　

事
務
事
業
・
補
助
金
の
試
行
評
価

　

Ｈ
21　

全
事
務
事
業
・
補
助
金
の
本
格
評
価

指
定
管
理
者
制
度(

＊
２)

の
適
切
な
導
入

　

Ｈ
18　

38
施
設
に
制
度
導
入

　

Ｈ
19　

志
賀
町
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
に
制
度
導
入

　

Ｈ
20　

志
賀
町
と
ぎ
実
験
農
場
に
制
度
導
入

　
　
　
　

指
定
管
理
者
評
価
制
度
の
導
入

　

Ｈ
21　

㈱
志
賀
町
振
興
サ
ー
ビ
ス
の
設
立
に
よ
り

　
　
　
　

指
定
管
理
者
を
見
直
し

　
　
　
　
（
14
施
設
）

①　

保
育
園
の
整
理
統
廃
合

　

Ｈ
19　

・
堀
松
保
育
園
を
休
止

　
　
　
　

・
堀
松
保
育
園
を
堀
松
放
課
後
児
童
ク
ラ

　
　
　
　
　

ブ
に
転
用

取
組
内
容

取
組
内
容

取
組
内
容

　

事
務
事
業
評
価
に
よ
る
課
題
を
第
２
次
集
中
改
革

プ
ラ
ン
の
策
定
に
反
映
し
ま
し
た
。
今
後
は
、
行
政

評
価
制
度
に
よ
り
、
不
要
な
事
業
は
廃
止
し
、
必
要

な
事
業
を
重
点
化
し
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
評
価
結
果
に
よ
り
、

見
直
し
の
指
針
を
策
定
し
ま
し
た
。
平
成
23
年
度
か

ら
廃
止
、
減
額
、
終
期
設
定
な
ど
の
見
直
し
を
実
施

し
て
い
き
ま
す
。

　

指
定
管
理
に
評
価
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
で
、
管

理
運
営
に
対
す
る
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
強
化
し
ま
し

た
。
今
後
は
、
更
な
る
経
費
削
減
の
た
め
、
公
募
制

度
の
推
進
お
よ
び
指
定
管
理
者
に
見
積
合
せ
な
ど
の

適
正
な
運
用
を
指
導
し
て
い
き
ま
す
。

　

平
成
22
年
６
月
に
志
賀
町
保
育
所
適
正
配
置
検
討

委
員
会
を
設
置
し
、
こ
れ
ま
で
に
４
回
の
委
員
会
を

開
催
し
て
意
見
集
約
を
し
ま
し
た
。
今
後
は
、
委
員

会
か
ら
の
答
申
を
踏
ま
え
な
が
ら
、
平
成
24
年
度
以

降
に
廃
止
す
る
保
育
園
や
廃
止
時
期
、
指
定
管
理
者

制
度
の
導
入
な
ど
、
本
町
と
し
て
の
具
体
的
な
方
針

を
取
り
ま
と
め
て
い
き
ま
す
。

　

第
１
次
集
中
改
革
プ
ラ
ン
に
お
け
る
重
点
６
項
目
の
実
施
状
況
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

保育園入所児童数 (Ｈ22. ４. １現在 )

◤

◤

指定管理料決算額

行政評価におけるマネジメントサイクル
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４　

定
員
適
正
化
計
画
の
実
践

③　

小
学
校
の
再
編

　

Ｈ
20　

志
賀
地
域
７
校
を
１
校
に
統
合
し
、
位
置

を
高
浜
小
学
校
と
す
る
方
針
を
決
定

　

Ｈ
21　

新
た
に
志
賀
地
域
小
学
校
統
合
検
討
委
員

会
を
設
置
し
、
昨
年
度
の
方
針
を
再
検
証

　
　
　
　

志
賀
町
立
小
学
校
施
設
整
備
基
金
の
新
規

積
立
（
１
億
円
）

（
一
般
職
）

　

・
平
成
22
年
４
月
１
日
の
職
員
数
は
、
377
人

　
　
（
前
年
度
比
17
人
の
減
、
計
画
よ
り
16
人
の
減
）

　

減
少
理
由
…
早
期
退
職
者
の
増
加
お
よ
び
新
規
採

用
者
の
抑
制
、
技
能
労
務
職
員
の
退
職
不
補
充

に
伴
う
減
少

（
臨
時
職
員
）

　

・
平
成
22
年
４
月
１
日
の
臨
時
職
員
数
は
、
135
人

　
　
（
前
年
度
比
11
人
の
増
、
計
画
よ
り
17
人
の
増
）

　

増
加
理
由
…
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
入
所
者
の
増

大
、
小
学
校
統
合
計
画
の
延
期
、
医
療
職
員
の

定
員
不
足
、
保
育
士
の
早
期
退
職
に
伴
う
配
置

基
準
の
確
保
に
伴
う
増
加

取
組
内
容

取
組
内
容

取
組
内
容

　

平
成
21
年
12
月
に
志
賀
地
域
小
学
校
統
合
検
討
委

員
会
を
設
置
し
、
こ
れ
ま
で
に
４
回
の
委
員
会
を
開

催
し
て
意
見
集
約
を
し
ま
し
た
。
今
後
は
、
教
育
委

員
会
か
ら
の
審
議
結
果
を
踏
ま
え
な
が
ら
、
平
成
26

年
４
月
の
開
校
を
目
指
し
て
、
本
町
と
し
て
の
具
体

的
な
方
針
を
取
り
ま
と
め
て
い
き
ま
す
。

　

平
成
17
年
４
月
１
日
現
在
の
職
員
数
450
人
を
基
準

に
５
年
間
で
57
人
削
減
す
る
計
画
で
し
た
が
、
実
績

で
は
、
57
人
を
上
回
る
73
人
を
削
減
し
ま
し
た
。
今

後
は
、
第
２
次
定
員
適
正
化
計
画
（
平
成
22
〜
26
年

度
）
に
よ
り
、
更
な
る
削
減
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

平
成
17
年
４
月
１
日
現
在
の
臨
時
職
員
数
151
人
を

基
準
に
５
年
間
で
33
人
削
減
す
る
計
画
で
し
た
が
、

実
績
で
は
、
右
記
理
由
に
よ
り
16
人
の
削
減
に
留
ま

り
ま
し
た
。

　

今
後
は
、
施
設
の
統
廃
合
や
指
定
管
理
者
制
度
の

導
入
を
積
極
的
に
進
め
、
臨
時
職
員
に
よ
る
対
応
を

縮
小
し
、臨
時
職
員
数
の
適
正
な
管
理
に
努
め
ま
す
。

小学校児童数 (Ｈ22. ５. １現在 )

職員数の推移 (一般職 )

職員数の推移 ( 臨時職員 )

◤

◤

②　

中
学
校
の
再
編

　

Ｈ
19　

志
賀
地
域
の
２
校
を
１
校
に
再
編
し
、
新

　
　
　
　

志
賀
中
学
校
が
開
校
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６　

健
全
財
政
の
推
進

基
金
の
積
立

　

健
全
財
政
の
推
進
の
た
め
、
財
政
調
整
基
金
お
よ

び
町
債
（
借
入
金
）
の
元
利
償
還
金
に
対
処
す
る
減

債
基
金
な
ど
を
積
み
立
て

町
債
繰
上
げ
償
還(

＊
３)

の
推
進

　

将
来
の
利
子
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
、
町
債
の

繰
上
げ
償
還
を
実
施

　　

平
成
19
〜
21
年
度
の
３
年
間

　
　
　
　
　
　
　
　
　

６
億
６
千
４
百
万
円

　

高
利
な
政
府
系
資
金
を
優
先
的
に
繰
上
げ
償
還
し

て
い
ま
す
が
、
下
水
道
事
業
お
よ
び
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ

ビ
事
業
な
ど
の
町
債
に
よ
り
、
全
体
の
借
入
金
残
高

が
増
加
し
て
お
り
、
今
後
も
引
き
続
き
借
入
金
の
抑

制
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

基金残高 ( 貯金残高 )町債残高 (借入金残高 )

◤

◤

５　

電
子
自
治
体
の
推
進

Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
事
業
の
推
進

　

・
平
成
20
年
10
月
か
ら
供
用
を
開
始

　

・
整
備
事
業
は
、
平
成
21
年
1
月
に
全
地
区
の
工

事
を
完
了

　

・
平
成
21
年
度
末
の
加
入
率
は
、
約
97
％
で
あ
り

今
後
は
未
加
入
者
の
加
入
を
促
進

　

・
議
会
放
送
を
平
成
20
年
12
月
か
ら
開
始

　

・
し
か
チ
ャ
ン
ネ
ル
広
告
宣
伝
放
送
の
募
集
を
推

進

　

・
不
要
に
な
っ
た
共
同
ア
ン
テ
ナ
施
設
の
撤
去
事

業
を
推
進　

　
　

取
組
内
容

取
組
内
容

　

・
難
視
聴
地
域
38
％
約
３
千
１
百
世
帯
の
難
視
聴

を
解
消

　

・
地
上
放
送
の
デ
ジ
タ
ル
化
対
応
、
多
チ
ャ
ン
ネ

ル
、
高
速
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
実
現

　

・
Ｉ
Ｐ
音
声
告
知
端
末
に
よ
り
、
明
瞭
で
確
実
な

防
災
行
政
放
送
を
実
現

　

・
町
内
Ｉ
Ｐ
電
話
に
よ
り
、
通
話
料
を
無
料
化

　

・
し
か
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
開
始
に
よ
り
、
地
域
情
報

を
発
信

　

・
ア
ン
テ
ナ
な
ど
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
が
不
要

　

基　金　名 Ｈ 21 年度末

財政調整基金 (＊４) 17 億 8,932 万円

減債基金 (＊５) 　7 億　165 万円

特別財政基金 (＊６) 25 億　446 万円

地区自治振興基金 (＊７) 8 億 8,595 万円

その他 45 億 1,121 万円

合　計 103 億 9,259 万円

会　計　名 Ｈ 21 年度末 Ｈ17 年度末
対比

一 般 会 計 170 億 2,958 万円 →

特別会計 ( ケーブルテレビ ) 　28 億 7,860 万円 →

特別会計 ( 農業集落排水 ) 45 億 5,392 万円 →

特別会計 ( 公共下水道 ) 65 億 1,856 万円 →

特別会計 ( 地域し尿 ) 2 億 8,175 万円 →

特別会計 ( 簡易水道 ) 1 億　917 万円 →

企業会計 ( 水　　道 ) 23 億 7,670 万円 →

企業会計 ( 病　　院 ) 23 億 9,078 万円 →

合　計 361 億 3,906 万円 →

　

　
　

↓　　

　

４
年
間
で
36
億
５
千
79
万
円
借
入
金
の
増
加

しかチャンネルの放送局

17
年
度
末

21
年
度
末

324
億
８
千
827
万
円

361
億
３
千
906
万
円
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窓
口
業
務
時
間
延
長
の
検
討

•
住
民
課
窓
口
に
お
い
て
業
務
時
間
の
延
長
を
試
行

•
時
間
は
土
曜
日
の
９
時
か
ら
12
時
30
分
ま
で

•
取
扱
業
務
は
住
民
票
・
戸
籍
謄
抄
本
・
印
鑑
証
明

書
な
ど
の
発
行
に
限
定

•
平
日
は
、
午
後
５
時
15
分
か
ら
30
分
ま
で
の
15
分

間
延
長

※
平
成
22
年
度
か
ら
窓
口
業
務
時
間
の
延
長
を
実
施

　

以
上
の
６
項
目
の
重
点
項
目
の
ほ
か
の
主
な
実
施
項
目
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

◤

開
か
れ
た
町
政
の
推
進

•
平
成
18
、
20
、
21
年
度
に
町
内
16
地
区
で
町
政
懇

談
会
や
タ
ウ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
開
催
し
、
住
民

の
意
見
を
ま
ち
づ
く
り
に
反
映　

•
平
成
21
年
度
か
ら
町
長
談
話
室
を
開
設

◤

負
担
の
見
直
し

固
定
資
産
税
の
不
均
一
課
税
の
是
正

•
平
成
22
年
度
か
ら
の
不
均
一
課
税
の
是
正
を
、
1

年
前
倒
し
し
、
平
成
21
年
度
か
ら
富
来
地
域
の
税

率
1.5
％
を
志
賀
地
域
の
税
率
1.4
％
に
統
一

国
民
健
康
保
険
税
の
不
均
一
課
税
の
是
正

•
志
賀
地
域
お
よ
び
富
来
地
域
で
不
均
一
と
な
っ
て

い
た
国
民
健
康
保
険
税
を
平
成
22
年
度
か
ら
統
一

農
林
水
産
事
業
分
担
金
の
是
正

•
志
賀
地
域
お
よ
び
富
来
地
域
で
不
均
一
と
な
っ
て

い
た
農
林
水
産
事
業
分
担
金
を
平
成
22
年
度
か
ら

全
て
統
一

水
道
料
金
の
不
均
一
の
是
正

•
平
成
27
年
度
か
ら
の
不
均
一
の
是
正
を
、
５
年
前

倒
し
し
、
平
成
22
年
度
か
ら
富
来
地
域
の
水
道
料

金
を
志
賀
地
域
の
料
金
に
統
一

◤

税
金
の
口
座
振
替
納
入
の
推
進
と

事
務
の
効
率
化

税
の
収
納
率
の
向
上

•
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
広
報
し
か
、
は
が
き
に
よ
る
口

座
振
替
依
頼
書
の
送
付
で
口
座
振
替
納
入
を
推
進

•
口
座
振
替
率
は
、
平
成
21
年
度
末
で
約
50
％

•
石
川
県
の
住
民
税
徴
収
支
援
事
業
を
活
用
し
な
が

ら
、
臨
戸
催
告
や
納
税
相
談
、
財
産
調
査
の
上
、

差
押
な
ど
を
実
施

◤◤

外
郭
団
体
改
革
の
基
本
方
針
の
策
定

•
平
成
20
年
度
に
外
郭
団
体
の
改
革
を
推
進
す
る
た

め
、
課
題
を
整
理
し
具
体
的
な
改
革
策
を
取
り
ま

と
め

（
改
革
の
柱
）

　

①
本
町
の
関
与
の
適
正
化

　
　

外
郭
団
体
が
行
う
改
革
・
改
善
の
取
り
組
み
が

円
滑
に
進
め
ら
れ
る
よ
う
助
言
す
る
と
と
も
に
、

必
要
な
調
整
支
援
を
実
施

　

②
外
郭
団
体
の
自
主
的
・
自
立
的
な

　
　

経
営
基
盤
の
確
立

　
　

外
郭
団
体
自
ら
積
極
的
に
改
革
・
改
善
に
取
り

組
む
た
め
に
必
要
と
な
る
項
目
を
取
り
ま
と
め

し
、
実
施
計
画
を
策
定

（
対
象
団
体
）

　
　

本
町
が
基
本
財
産
な
ど
の
25
％
以
上
を
出
資
し

て
い
る
団
体
ま
た
は
職
員
を
派
遣
し
て
い
る
団
体

の
う
ち
、
本
町
と
人
的
、
資
金
的
、
業
務
内
容
な

ど
に
お
い
て
特
に
密
接
な
関
連
が
あ
る
法
人
（
表

１
）

◤

㈶志賀町公共施設等管理公社

㈱富来観光産業振興公社

はまなす会

志賀町社会福祉協議会

㈳志賀町シルバー人材センター

㈲フローリィ

志賀町土地開発公社

外郭団体(表 1)
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＊
４　
財
政
調
整
基
金
…
…

　
　

突
発
的
な
災
害
や
緊
急
を
要
す
る
経
費
に
備
え
る
た

め
に
設
置
さ
れ
る
基
金
で
す
。
決
算
剰
余
金
が
多
い
時

は
多
く
積
み
立
て
、財
源
不
足
時
に
取
り
崩
す
と
い
う
、

年
度
間
の
調
整
的
な
役
割
も
果
た
し
ま
す
。

＊
５　
減
債
基
金
…
…

　
　

町
債
（
借
入
金
）
の
償
還
（
返
済
）
の
増
加
に
備
え

る
た
め
に
設
置
さ
れ
る
基
金
で
す
。
公
債
費
（
借
入
金

返
済
）
が
他
の
経
費
を
圧
迫
す
る
よ
う
な
場
合
に
は
、

減
債
基
金
を
取
り
崩
し
て
公
債
費
に
充
て
ま
す
。

＊
６　
特
別
財
政
基
金
…
…

　
　

地
域
振
興
施
策
に
充
て
る
た
め
の
基
金
で
す
。

＊
７　
地
区
自
治
振
興
基
金
…
…

　
　

志
賀
地
域
の
各
地
区
に
お
け
る
自
治
活
動
を
促
進
す

る
と
と
も
に
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り
の
推
進
を
図
る

事
業
に
充
て
る
た
め
の
基
金
で
す
。

志
賀
共
同
調
理
場
と

富
来
共
同
調
理
場
の
統
合

町
立
富
来
病
院
の
経
営
健
全
化

担
当
課
長
制
の
廃
止

税
務
手
当
・
保
育
手
当
の
廃
止

•
平
成
18
年
９
月
か
ら
志
賀
共
同
調
理
場
に
統
合

•
富
来
共
同
調
理
場
を
休
止

•
公
立
病
院
改
革
プ
ラ
ン
を
策
定
し
、
経
営
計
画
の

方
針
を
決
定

•
神
経
内
科
を
新
設
し
、
９
診
療
科
に
よ
る
診
察
を

実
施
（
内
科
・
神
経
内
科
・
外
科
・
婦
人
科
・
小

児
科
・
整
形
外
科
・
眼
科
・
皮
膚
科
・
精
神
科
）

•
院
外
処
方
の
完
全
実
施
に
よ
り
、
材
料
費
な
ど
を

縮
減

•
平
成
20
年
10
月
１
日
か
ら
、
一
般
病
棟
に
つ
い
て

13
人
の
患
者
を
１
人
の
看
護
師
が
看
護
し
て
い
た

も
の
を
10
人
の
患
者
を
１
人
の
看
護
師
が
看
護
す

る
体
制
へ
変
更

•
退
職
や
昇
任
に
よ
り
欠
員
と
な
っ
た
担
当
課
長
職

は
、
不
補
充
と
し
て
人
数
を
削
減
し
管
理
職
手
当

を
削
減(

平
成
21
年
か
ら
廃
止)

•
平
成
18
年
度
か
ら
、
特
殊
勤
務
手
当
を
見
直
し
、

税
務
手
当
お
よ
び
保
育
手
当
を
廃
止

◤

◤

◤ ◤

公
社
の
再
編

•
平
成
22
年
４
月
１
日
か
ら
㈱
志
賀
町
振
興
サ
ー
ビ

ス
の
業
務
を
開
始

　

㈶
志
賀
町
公
共
施
設
等
管
理
公
社
と
㈱
富
来
観
光

産
業
振
興
公
社
を
再
編
す
る
こ
と
に
よ
り
、
重
複

す
る
業
務
の
一
本
化
お
よ
び
コ
ス
ト
の
削
減
を
実

施

◤

【
用
語
解
説
】

＊
１　
行
政
評
価
制
度
…
…

　
　

政
策
・
施
策
・
事
務
事
業
の
そ
れ
ぞ
れ
に
お
い
て
、

行
政
活
動
の
結
果
、
そ
れ
が
本
来
求
め
て
い
た
目
的
に

対
し
て
、
ど
れ
だ
け
の
成
果
が
上
が
っ
た
の
か
を
客
観

的
に
把
握
・
評
価
し
、
そ
の
結
果
を
次
年
度
以
降
の
行

政
活
動
に
反
映
さ
せ
て
い
く
仕
組
み
で
す
。

＊
２　
指
定
管
理
者
制
度
…
…

　
　

町
や
外
郭
団
体
に
限
定
し
て
い
た
公
の
施
設
の
管
理

運
営
を
、
株
式
会
社
を
は
じ
め
と
し
た
営
利
企
業
・
財

団
法
人
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
・
住
民
グ
ル
ー
プ
な
ど
法
人
そ

の
他
の
団
体
に
包
括
的
に
代
行
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

制
度
で
す
。

＊
３　
繰
上
げ
償
還
…
…
…

　
　

町
が
国
や
金
融
機
関
な
ど
か
ら
借
り
入
れ
た
資
金
を

繰
上
げ
て
償
還
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
後
年
度
の
金

利
の
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
で
す
。

高
齢
者
記
念
品
支
給
事
業
の
見
直
し

敬
老
福
祉
金
の
見
直
し

•
90
歳
到
達
者
に
２
万
円
相
当
の
記
念
品
を
支
給
し

て
い
た
が
、
平
成
19
年
度
か
ら
支
給
事
業
を
廃
止

•
平
成
18
年
度
ま
で
85
歳
以
上
に
１
万
２
千
円
を
毎

年
支
給
、
100
歳
到
達
者
に
30
万
円
を
支
給
し
て
い

た
が
、平
成
19
年
度
か
ら
90
歳
到
達
者
に
２
万
円
、

100
歳
到
達
者
に
10
万
円
を
支
給
す
る
制
度
に
変
更

◤◤
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経費節減などの財政効果
　集中改革プラン（平成18年度～平成21年度）の86の実施項目について、経費節減などの主な財政効果額を取りま
とめました。
　主なものについては、計画前の平成 17 年度決算額を基準とし、実施期間中の各年度の決算額と比較して算出し
ています。原則として効果が継続する期間中は、毎年度、効果が発生するものとして累計して算出しています。

平成18年度の主な改革内容と財政効果

平成19年度の主な改革内容と財政効果

平成20年度の主な改革内容と財政効果

項　　目 内　　　容
財政効果（H17年度比較）

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度

収入 健全財政の推進
普通財産（土地）の処分 468 － － －
税の滞納繰越分の収納率向上 1,990 2,295 2,909 1,499

支出

定数の削減 農業委員定数の削減
　平成18年８月～　公選28人→20人 11 108 116 136

定員管理および
給与の適正化

定員適正化計画の実践
　職員数を73人削減　450人→377人

特殊勤務手当の見直し
　税務手当および保育手当の廃止

16,491 25,995 34,576 11,855

指定管理者制度
の活用

志賀の郷運動公園の管理経費の削減
　指定管理者‥　㈱志賀町振興サービス 321 57 379 325

組織・機構改革
の実現

土田出張所の廃止 143 151 143 147
小学校運営および保守管理経費の削減 795 759 657 1,129

事務・事業の見
直し　

口座振込通知書の廃止
　通帳摘要表示サービスに変更（担当課または内容記入） 51 61 61 61

合　計 20,270 29,426 38,841 15,152

（単位：万円）

（単位：万円）

（単位：万円）

項　　目 内　　　容
財政効果（H17年度比較）

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度

支出

定数の削減 議員定数の削減
　平成19年６月～　議員定数30人→18人 － 4,273 4,941 5,083

補助金などの
整理合理化

高齢者記念品支給事業の廃止 － 317 317 317

敬老福祉金の見直し
　90歳到達者に２万円、100歳到達者に10万円を支給 － 1,212 1,166 1,196

職員の福利厚生事業費の見直し
　職員互助会補助金を廃止 － 328 328 328

組織・機構改革
の実現

堀松保育園を休止。11箇所→10箇所（私立１箇所含む）
　保育所管理および運営経費の削減 － 690 820 1,149

合　計 － 6,820 7,572 8,073

項　　目 内　　　容
財政効果（H17年度比較）

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度

収入 健全財政の推進 ＣＡＴＶ整備事業の推進
　広告宣伝放送の募集 － － 298 609

支出 健全財政の推進 魚のいない水族館の取壊し
　指定管理料の削減、借受財産（土地）の解消 － － 396 466

合　計 － － 694 1,075

総　合　計 20,270 36,246 47,107 24,300

本町の行財政改革の取組みについては、ホームページの行政改革の内容をご覧ください。
◆お問い合せ先　総務課行政改革秘書室　☎ 32-9311


